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平成１９年度事業費

設　立
目　的

　本県産業の中核である中小企業の経営の近代化及び技術の高度化を促進し，もって中小企業の振
興を図り，本県産業の発展に寄与するため，公益法人として茨城県の全額出資により設立。

事　　　業　　　名

23整理番号

［法人の概要］

出資法人等経営評価書（公益法人会計用）

平成１９年７月１日現在

　

　

財団法人茨城県中小企業振興公社

　総合相談窓口として経営，金融など各分野の専門家を配置
創業 定者 ベ 企業など 相談 ズ 対応

100.035,000

 

 

内　　　　　　　　　　　　容

 

水戸市桜川２丁目２番３５号

http://www.iis-net.or.jp

35,000 千円

ホームページＵＲＬ

出資順位 出資額出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

　

 

商工労働部　産業政策課

０２９－２２４－５３１７

info@iis-net.or.jp

出資比率

理事長　角田　芳夫  （非常勤 ）
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団体

資本金（基本財産）

代　　表　　者　　名

所　　   在   　　地

昭和４３年７月１７日

県  所　管　部　課

電　　話　　番　　号

Ｅ-mailアドレス　

設立年月日

1 茨城県

主　　な
出資者

その他
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［事業の概要］

［組織］

県派遣

00 0

千円

　

8

下請振興事業

事業１

事業２

115,407

95,277

1

５０代以上

事業３

新事業支援事業

職員

管理職

千円

99,279

合計３０代 ４０代

0

平均勤続年数

4
37

0 0

　当法人ホームページにおいて販路拡大や企業のイメージ
アップを支援する「企業情報提供システム」の利活用促進を図
るほか，メールマガジンや情報誌等で各種情報を提供します。
また，超高速・大容量の情報通信ネットワーク「ＩＢＢＮ」の産業
利用を促進するため，広報や各種相談を行っています。さら
に，中小企業の海外展開を支援するため，貿易相談や実務者
研修，セミナー等を開催しています。

情報化，国際化，
人材育成支援事
業

し，創業予定者，ベンチャー企業などの相談ニーズに対応して
います。また，若手起業家等の育成支援やベンチャー企業等
とパートナーとのマッチングの場を提供しています。さらに，経
営や技術の各種専門家を企業に派遣し，経営革新等に取り組
む中小企業等を総合的に支援しています。

　仕事を出したい発注企業と仕事を受けたい受注企業の情報
を収集・管理し，これらの情報を必要とする県内中小企業等に
随時提供しています。また，発注企業と受注企業の接点の場
となる商談会を開催して受注機会を創出しています。さらに，こ
れまで県において基礎技術の開発などを行ってきた茨城マグ
ネシウム連携体について，新たに自立化・販路拡大に向けて
各専門家等と連携しながら総合的な支援を行います。

２０代以下
計
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平均年齢

平成１９年

35 8 0

当期常勤職員

常勤理事

00

0
0

嘱託職員
8

1
0

常勤監事

県派遣 県ＯＢ　７月１日現在の人数

非常勤理事
役員

非常勤監事
計
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8
0
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0
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　 県派遣
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0

0
0
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0
0

0
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0
0
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0

0

0
0

4
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0

5 0 0

　 平成１８年

1 1 0 10

年度 平成１７年

1
8 0
0

0
111 0

04 0
35 8 0

５０代以上 合計３０代 ４０代 平均勤続年数２０代以下
5 14 7

平均年齢当期常勤職員
の年齢構成 9 35 41歳11月 　　7年 1月
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［収支の状況］ 　

収入合計

支出合計

当期収支差額

正味財産増加額

正味財産減少額

資産

財団法人茨城県中小企業振興公社

3,501

平成１７年度 平成１８年度平成１６年度

709,669

709,668

1

759,439

759,439

0

655,854

655,854

0

645,038

0

2,187

217,896

0

758,598

645,038758,598

0

0

1,807

237,232

841

49,077

1,289

0

49,077

10,816

0

10,816

841 △ 4,935

3 003 499

0

0

△ 4,935

9,117,974

59,893

54,95859,893

9,864,765

3 812 160

207,032

714,604

711,103

8,688,963

区　　　　分

流動資産

収

支

の

状

況

事業外支出

うち管理費

うち人件費

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産

期末正味財産

事業収入

事業外収入

事業支出

財 3 031 849

（単位：千円）

48,236

負債

正味財産

3,003,499

5,685,464

1,915,499 1,995,945

0

7,062,1367,900,189

6,086,125

3,812,160

6,052,605

0

2,511,620

6,494,619

0

財政的関与の割合（％）

54,958

2,258,261

55,909

55%

959,845

流動資産

固定資産

　　計

2,180,527

9,815,688

494,290

9,058,081

［財的関与の状況］

財
的
関
与
状
況

流動負債

うち短期借入金

固定負債

うち長期借入金

貸付金

区　　　　分

財

産

の

状

況

3,031,849

2,139,386

（単位：千円）

補助金

委託金

409,646 369,739 371,487

20,58023,954

委託金
　ベンチャー人材育成事業費，ITｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ整備運営事業費，債権管理受託事業費
等として受託し，若手起業家の育成支援，超高速・大容量の情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ「ＩＢＢＮ」
の産業利用促進，設備近代化資金貸付事業に係る不良債権回収等を行いました。

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

59,89349,077

8,634,005

27,349

60%

支　　出　　項　　目 目     　的　 ・ 　内　      容　・　効　　　　果

補助金
　下請振興，新事業支援，知的所有権センター，情報化・国際化等支援等の事業費とし
て補助を受け，受発注企業の紹介，創業や経営など各種相談への対応，特許に関する
相談や特許流通の支援，インターネット等による各種情報の提供等を行いました。

20,10527,746

680,320

［平成１８年度の補助金等の目的・内容等］

700,000

損失補償・債務保証

1,092,0671,074,013

61%

貸付金
　設備資金貸付事業において，県内小規模企業者等に対する貸付金原資とし
て借り入れし，年間４３企業に設備資金として貸し付けました。
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組織，人事，財務等の内部管理体
制が適切に整備・運用され，かつ
情報公開による透明性の確保が適
切か

計画性

目的適合性

法人の財務体質が健全であるか，
また，各事業の採算性がとれてい
るか

健全性

経営目的，経営方針が各種計画に
反映され，計画・実行・見直しが行
われているか

法人が行っている事業と当初の設
立目的が適合しているか

《評価の視点》

組織運営の
適正性

40.8%

15.0%

32.1%効率性

合計

6 40

28

98

9

40

公益法人会計用
財団法人茨城県中小企業振興公社

警　戒　指　標

満点

8

14

8

得点率

37.5%

100.0%

100.0%

評点

3

14

84

評価項目数

4

5

［評点集計］

健全性 11

組織運営の適正性

評価の視点

計画性

目的適合性

8

32

-200%

-150%

-100%

-50%

0%

50%

100%
計画性

目的適合性効率性

経営評価レーダーチャート

 

計画性 効率性
　当期正味財産増減額，総資
本利益率等で評点がマイナ
スとなりました。これは工業技
術振興基金事業における中
小企業への助成額につい
て，前年度の未使用額を当
年度予算額に加えて助成し
たため正味財産額が減少し
たことによるものです。当法
人は，法律等に基づき，商工
行政を補完する機関であり，
事業執行についてはすべて
県と協議の上，一体となって
実施しています。このため財
政運営は各事業間で収支の
均衡が保たれており，財務の
健全性に問題は無いと考え
ています。

組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されて
いるか

各評価項目については，「出資法人等
経営評価指標及び評価基準等」を参照

効率性

　当法人は，中小企業の振興を図り，本県産業の発展に寄与するために県が設立した公
益法人です。平成１８年度は，県が進める「産業大県づくり」の一翼を担い，各関係機関や
産業界，経済界と連携の下，初の試みである「いばらき産業大県フェア」を東京ビッグサイ
トで開催し，本県のものづくり企業の技術力を首都圏に向けて情報発信するなど，広く茨城
のポテンシャルの高さをアピールすることができました。この結果，多くの商談が成立する
など新たなビジネスチャンスを創出し，非常に大きな成果を挙げることができました。
　今後とも，中小企業のニーズの把握や効果的な事業運営に努めながら，計画的に広域
的な商談会を開催するなど 国・県の重要施策の一部を分担し 地域の産業の中核となっ

健全性
　職員1人当たり当期正味
財産増減額の評点がマイ
ナスとなりました。これは工
業技術振興基金事業にお
ける中小企業への助成額
について，前年度の未使用
額を当年度予算額に加え
て助成したため正味財産額
が減少したことによるもの
であり，事業は効率的に実
施していると考えています。
今後とも国，県等の補助金
の削減が進む中で，一層
の経費節減に努めます。

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

る

今後の事業展開の方向

目的適合性 組織運営の適正性
　当法人は，県が策
定している「茨城県産
業活性化に関する指
針」に基づく施策の一
部を分担しており，こ
れに関わる事業を実
施しています。
　現在は，この指針等
に基づく当法人中期
計画を策定しており，
平成１９年度中に完
成予定であります。

　社会環境の変化に伴い，中小
企業のニーズもまた変化してい
ます。このため，事業の執行に
当たっては的確なニーズの把
握に努め，期待に添うよう効果
的な運営を心がけています。平
成１８年度は従来の事業に加え
て，県や各関係機関と連携の
下，初の試みである「いばらき
産業大県フェア」を東京ビッグ
サイトで開催し，広く茨城のポテ
ンシャルの高さをアピールする
ことができました。また，IBBNの
活用により事業の高度化及び
効率化を達成したことが評価さ
れ県内企業が「情報化優良企
業表彰」を，当法人が「情報化
サポート賞」を受賞しました。

　平成１９年度は，新規事業
として茨城マグネシウム連携
体の自立化，販路拡大に向
けた支援を行うため，２名の
プロデューサを新たに配置す
るなど県政策に適合した組織
運営に努めています。職員の
資質向上については，各種
研修に積極的に参加させて
います。また，業務チェック機
能も整っており，執行体制に
大きな課題は無いと考えてい
ます。情報公開についても事
業概要，財務情報等を当法
人ホームページで公開してい
ます。

組織運営の適

正性
健全性

的な商談会を開催するなど，国・県の重要施策の一部を分担し，地域の産業の中核となっ
ている中小企業の安定的な発展，新事業創出等に関する事業を県と一体となって一層推
進してまいります。
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［法人を担当する課の意見］

平成２０年度

１ 事業の見直し １ 事業の見直し １ 事業の見直し

公社の事業は，県の
予算により左右される
ことから，各年度ごと
の計画のみを策定し
ている。また，茨城県
産業活性化に関する
指針に基づく中期計
画が今年度中に策定
される予定であり，今
後はその実効性を確
保することが必要であ
る。

公社の事業は，企業
のニーズに対応して，
効果的に実施されてい
る。さらに，最近の社
会経済情勢を考慮した
支援策を検討すること
が必要である。

公社は，法律等に基
づく商工行政を補完
する機関であり，自
主事業は基金の運
用益を活用して実施
している。収益事業
を行っていないという
公社の性格上，評価
指標が低くなってい
る。

計画性 効率性健全性組織運営の適正性目的適合性
工業技術振興基金事
業の実施に伴い，今
年度の評価指標が低
くなっている。これは，
企業ニーズを踏まえ
て事業を実施した結
果によるものであると
考えられる。今後と
も，効率的な業務運営
を図ることが必要であ
る。

公社の組織運営は，
業務等に関する
チェック機能が働い
ており，適正に行わ
れている。

平成１８年度

１　事業の見直し
　　中小企業の支援ニーズを的確に把握した事業の見直し及び新規事業化

２　経費の削減
　(1) パンフレット等の印刷費及びセミナー等の会議費の見直し
　(2) 設備資金貸付事業，設備貸与事業等の債権管理の適正化及び未収債権の積極的
　　な回収

平成１９年度
改
革
工

取組内容等

１　事業の見直し
　(1) 既存事業の見直し及び新規事業の検討
　(2) 中期計画の策定のための基本方針の策定
　　　【目標：情報提供件数68,000件】
２　経費の削減
　(1) 印刷費等の経費支出の見直し
　　　【目標：印刷費等370万円】
　(2) 債権管理の徹底
　　　【目標：債権回収強化月間１回】

１　事業の見直し
　(1) 既存事業の見直し及び新規事業の
　　検討
　(2) 中期計画の策定及び当該計画に基
　　づく施策の推進
　　　【目標：情報提供件数85,000件】
２　経費の削減
　(1) 印刷費等の経費支出の見直し
　　　【目標：印刷費等290万円】
　(2) 債権管理の徹底
　　　【目標：債権回収強化月間３回】

１　事業の見直し
　(1) 既存事業の見直し及び新規事業
　　の検討
　(2) 中期計画に基づく施策の推進
　　【目標：情報提供件数100,000件】
２　経費の削減
　(1) 印刷費等の経費支出の見直し
　　【目標：印刷費等260万円】
　(2) 債権管理の徹底
　　【目標：債権回収強化月間３回】

・　公社は，県内全域の中小企業の振興を目的とした唯一の支援機関であり，今後とも，
　県施策の実施機関として，また，行政を補完する機関として，引き続き，効果的な施策展
　開を図っていく必要がある。

・　未収債権の回収については，公社の幹部職員による集中的な企業訪問等の実施によ
　り，その取組を強化したことを評価する。

・　企業ニーズに対応した施策の効果を高めるため，㈱ひたちなかテクノセンター等の産
　業支援機関との連携を強化する必要がある。

法人担当課の意見

取
 

組
 

状
 

況

１　事業の見直し
　(1) 茨城マグネシウムプロジェクト事業化支援事
　　業の新設
　(2) 中期計画の策定のための基本方針の策定
　　　【情報提供件数82,339件】
２　経費の削減
　(1) 印刷費等の経費支出の見直し
　　　【印刷費等359万円】
　(2) 債権管理の徹底
　　　【債権回収強化月間３回】

計
　
　
　
画

- -

工
程
表
等
の
取
組
状
況
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［総合評価］

組織運営の適正性 健全性 効率性

総合的所見等

概ね良好 改善の余地がある 緊急の改善措置が必要

　依然として厳しい社会経済情勢のなか，中小企業を支援する当法人の役割はますます
重要となっている。㈱ひたちなかテクノセンターなど関係機関との連携の強化を図るなどし
て，中小企業の多様なニーズに対応し，より効果的な企業支援を推進する必要がある。
　また，資金貸付事業については，利用者が増加していることから，貸付診断や事後助
言，期中管理の向上に努めるとともに，未収債権の回収強化に引き続き努力されたい。
　県においては，県単補助金による事業について，費用対効果の評価を適正に実施すると
ともに，適宜内容を見直し，実効性を高める必要がある。
　なお，県派遣職員が多い状況にあるが，事業規模や事業の定着状況を勘案しながら，自
立に向けて縮減を検討していく必要がある。

取組みを強化すべき視点 計画性 目的適合性

当法人は，中小企業支援法に基づき指定された中小企業支援センターとしての中小企業等

から県民のみなさまへ＞

　当法人は，中小企業の振興を図り，本県産業の発展に寄与することを目的とした公益法人です。このため，県や
㈱ひたちなかテクノセンターなどの関係機関と連携・協力を図りながら，中小企業への受発注取引のあっ旋，設備
資金の無利子貸付，経営・技術に関する相談などの各種支援事業を実施しているところです。
　今年度は特に，栃木，群馬，埼玉，千葉県の各支援機関と協力し，初めての試みとなる関東５県合同での商談
会を開催し，新たなビジネスチャンスの創出や情報交換の場を提供しました。
　また，競争力あふれる産業大県づくりを担う中小企業の振興を基本方針とした当法人中期計画を策定いたしま
した。
　今年は法人設立４０周年という節目の年でありますので，今まで以上に中小企業の多様なニーズの把握と効果
的な事業運営に努め，中小企業の皆様から信頼され親しまれる公社を目指し，中小企業の安定的な発展や新事
業創出等に関する事業を県と一体となって一層推進してまいります。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年２月　　理事長　角田　芳夫

総合的所見等
に係る対応

　当法人は，中小企業支援法に基づき指定された中小企業支援センタ としての中小企業等
への経営相談業務のほか，地域資源活用支援事務局としての業務を受託するなど，中小企業
の中核的な支援機関である。国及び県の産業活性化施策の活用並びにコーディネーターの
ネットワークによる情報交換等産業支援機関，公設試験機関，大学等との連携強化を図り，中
小企業の多様なニーズに対応したより効果的な企業支援を推進するよう指導していく。
　資金貸付事業については，引き続き未収債権の回収強化に努めるよう指導していく。
　県単補助金による事業については，費用対効果の評価を適正に実施するとともに，事業内容
の見直しを行い，実効性の高いものとしていく。
　県派遣職員の縮減については，事業規模等の状況を勘案しながら検討を行っていく。

＜ 財団法人茨城県中小企業振興公社
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